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給与差異について詳細な分析を行っている団体例

北九州市

〇 管理職等の職員に占める女性の割合、諸手当の男女別の受給割合、男女の職員構成比などの様々な割
合に着目し、それらを具体的に算出することを通じて、男女間給与差異が生じている要因を明らかにし
ている。
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出典：北九州市HP

（令和５年度実績）



北九州市

給与差異について詳細な分析を行っている団体例
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出典：北九州市HP

（令和５年度実績）



愛媛県伊予市

給与差異について詳細な分析を行っている団体例
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出典：愛媛県伊予市HP

（令和５年度実績）

〇 男女間給与差異が大きく表れている区分（100％に近い区分以外の区分や、100％を超えている区
分）について、男女別・役職別の人数、男女別の手当の平均額など、それぞれの区分の特徴に応じた
観点で定量的な分析を行うことを通じて、男女間給与差異が生じている要因を明らかにしている。



愛媛県伊予市

給与差異について詳細な分析を行っている団体例
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出典：愛媛県伊予市HP

（令和５年度実績）



職員の男女間給与差異の情報公表において記載のあった主な要因

5

＜任期の定めのない常勤職員＞

○扶養手当や住居手当について男性に支給している場合が多いこと／時間外勤務手当について男性の方が時間外
勤務が長く、平均支給額が多いこと

○管理職等の役職に占める女性の割合が低いこと

○勤続年数の長い職員に占める女性の割合が低いこと（又は、男性の方が平均年齢が高いこと）

○育児等に係る部分休業等の取得者に占める女性の割合が高いこと

○医師又は歯科医師などの特定の資格等を要する比較的給与の高い職員に占める女性の割合が低いこと

＜任期の定めのない常勤職員以外の職員＞

○相対的に給与水準が低い会計年度任用職員において女性の割合が高い一方、相対的に給与水準が高い任期付職
員や再任用職員において男性の割合が高いこと

○パートタイム会計年度任用職員における女性の割合が高いこと

○医師又は歯科医師などの特定の資格等を要する比較的報酬の高い職員に占める女性の割合が低いこと

※「女性活躍推進法「見える化」サイト」（内閣府男女共同参画局）を基に総務省で作成
※「女性活躍推進法「見える化」サイト」において地方公共団体における職員の給与の男女の差異に関する情報（令和４年度実績）を公表している
首長部局のうち、給与差異に関する要因の説明を行っている団体の主な記載事項を列挙（複数挙げている場合もあり）



都道府県：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」（2025年１月公表時点）

市区町村：総務省「地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果」（採用者数は2016年度から調査）（2024年12月公表時点）

① 採用者に占める女性の割合

都道府県の採用者に占める女性の割合について、 ２０１７年より年々増加し、

２０２２年から、第５次男女共同参画基本計画の成果目標の４０％を超える成果が

見られたところであり、引き続き、女性職員の採用に向けた取組を推進。

地方公共団体における女性職員の採用・登用の現状

地方公共団体における女性職員の採用・登用拡大に向けた取組状況①
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内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」（2025年１月公表時点）

＜都道府県＞ ＜市区町村＞

② 各役職段階に占める女性の割合

【現状と課題】

・各役職段階に占める女性の割合について、全体的に見れば上昇傾向にあるが、

各役職段階での成果目標達成のために一層の取組が必要となる。

地方公共団体における女性職員の採用・登用拡大に向けた取組状況②

赤字：５次計画成果目標（２０２５年度末） 赤字：５次計画成果目標（２０２５年度末）
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令和５年地方公務員の年齢別・男女別構成（一般行政職）

男 女

女性の割合

男性の割合

〇 地方公務員の年齢別・男女別職員について、年々、女性の割合が増えており、特に若年層にお

いては女性が半数を占めている。

令和５年地方公務員の年齢別・男女別構成（一般行政職）

出典：令和５年地方公務員給与実態調査 8



〇 地方公務員の一般行政職における役職段階別・男女別登用比率については、役職段階が上がる

につれて男性の割合が高くなっている。

令和５年地方公務員の一般行政職における役職段階別・男女別登用比率

男 性 女 性

19,614(3.6%) 2,437(0.8%)

12,211(4.2%)

(12.6%)

(17.0%)

(25.8%)

(41.0%)

(11.0%)

(23.9%)

(60.1%)

出典：令和５年地方公務員給与実態調査

※下のグラフの括弧書きは、男性職員に占める割合 ※下のグラフの括弧書きは、女性職員に占める割合

9



〇 地方公共団体に対して、男性育休の取得率向上につながった取組について具体的な事務の流れや留意点

等に着目してまとめた事例集、女性の積極的な採用、女性の管理職登用、仕事と家庭の両立支援の取組を

紹介する先進的な取組などをまとめたガイドブック、両立支援制度への理解を深めるための冊子、ロール

モデル職員を紹介する事例集等による情報提供のほか、女性活躍・働き方改革に関する専門家の派遣によ

る助言や女性地方公務員の人材育成を実施するなど、地方公共団体の取組を支援。

地方公共団体における女性活躍に
関する課題や各団体の取組事例を紹介

女性活躍・働き方改革に関する専門家の派遣による助言や情報提供等の実施

女性職員の活躍や働き方改革の推進に取り組む地方公共団体を支援すべく、大学教授等の専門家を地方公共団体に派遣し、専門的な立場から

助言、情報提供を行う。演題例：「女性職員の活躍推進と働き方改革」、「ワークライフバランスの実現と男性から見る多様性推進」

ロールモデル職員を紹介する
事例集の作成

女性活躍・働き方改革の推進に
関する調査研究の実施

◆地方公共団体における女性職員

の活躍推進のためのガイドブック

（令和５年４月）

◆女性地方公務員のワークスタイル

事例集（令和３年３月）

妊娠・出産・育児等と仕事の両立支援制度に
関する理解を深めるための冊子の作成

◆地方公務員両立支援パスポート（令和４年６月）

地方公共団体における両立支援制度の解説や
育児休業を取得した職員等の座談会について紹介

地方公共団体で活躍する女性職員の
仕事の取組方等を紹介

女性地方公務員の人材育成を推進

自治大学校における女性向け幹部登用研修をはじめとする各種研修課程における「女性活躍・働き方改革」に関する講義の実施。

男性育休の取得促進に
関する調査研究の実施

◆男性育休の取得促進に関する

事例集（令和６年４月）

男性育休の取得率向上につながった
取組や事例集に掲載している団体が
活用している資料を紹介

女性活躍・働き方改革の推進について
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